（１）第６６２号　　　　　　　　　　　　全　国　検　数　労　働　組　合　連　合　　　　　　　　　　　　２０２１年２月１９日


	〒144-0052東京都大田区蒲田5-10-2
日港福会館5階

Tel　03(3733)5621　　Fax  03(3733)5622

メール    roren@kensu.jp
ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ　http://www.kensu.jp/
全 国 検 数 労 働 組 合 連 合

書　記　局


	[image: image2.png]


[image: image1.jpg]A
> m
B
Ll







.



　③③
�





６６２号





２月１８日（木）１４：００～１５：００　第１回検数労連２１春闘交渉


従業員の厳しい生活実態を受け止めよ！時間外手当に依存しない賃金体系の確立に向け、全世代一律２万円を要求！








　２月１８日（木）第１回検数労連２１春闘交渉が開催され、組合は両協会に対し、左記の内容の要求書を提出。要旨次のとおりの主張を行い、組合要求に沿った回答の構築を求めました。


【要求趣旨】


　２１春闘全般の取り組みでは『生活、雇用、将来』の３つの不安の払拭に向けた強い体制、基盤づくりを追求していくこととし、そのためには、生計費原則を軸にした『賃金の引き上げ＝人材へ


の投資』の取り組みは待っ


たなしの重要課題であると























































































































２１春闘要求書


１．賃金引き上げについて


（１）基本給については、下記の基準にもとづいて引き上げること。


①　一律　２０，０００円


②　職員以外の従業員及び休職者も同じ扱いとすること。


③　性別、身分、地域による差別及び協会査定は一切行わないこと。


④　病欠・通災による定期昇給の減額については、翌年の賃金改定時に復元すること。





２．労働時間短縮について


（１）労基法にもとづく週４０時間制については、全事業所を対象に実施すること。


（２）５・９産別協定の完全実施に向け、具体的な労使協議に入ること。


（３）時間外上限規制については『３６協定』を全事業所で締結し実施すること。


（４）長時間労働の是正に向けて、中央労使及び各地区労使にて『小委員会等』を設置し、常態化している職場の長時間労働の是正をはかること。





３．春闘協定に基づく港湾産別継続課題の履行について


（１）下記の項目について誠意をもって対応し到達させること。


①　２１年度からの週休２日制実施に向けて２０年度中に協議を整えること。


②　時間外分母を産別協定に合わせるべく１年１時間減を目途に２５年までに実現させること。


③　６５歳定年制の実施に向け、企業内労使協議に入ること。


④　新型コロナウイルス感染症対策として感染時の『特別休業補償制度』を創設すること。


⑤　放射線測定業務に携わった従業員の健康診断を実施すること。





４．全国港湾および地域港湾の春闘方針にもとづく要求課題等には誠意を持って対応すること。とりわけ、検数検定小委員会等の協議には積極的に対応すること。





５．安全衛生問題について、労働災害の撲滅に向け、中央労使および各地区労使による安全衛生対策の強化をはかること。





６．近年、自然災害が全国で多発しており、両協会においては従業員の安全を第一議とした防災対策マニュアル等を作成し、従業員への周知と定期的な防災訓練や防災学習等をおこなうこと。





７．従業員の生活防衛と労働基本法を擁護し、平和な日本を守る立場から下記の項目については反対すること。


①安保法制の発動、憲法改悪について　②全国最低賃金の地域格差について


③消費税について　④労働法制改悪について　⑤社会保障の改悪について


⑥沖縄県辺野古新基地建設および在日米軍に特権を認める日米地位協定に


ついて





８．地域及び企業別（中央・地域）要求に対して、誠意をもって回答すること。とりわけ、人員不足の解消をするため、積極的な『人員増』を各社で取り組むこと。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上





位置づけている。


　現在、コロナウイルス感染拡大の影響により経済情勢が大きく変わる中、企業業績の２極化が鮮明になりつつある。港湾運送事業を中心に眺めた場合、輸出関連企業や貨物を運ぶ物流関係では想定以上の回復基調にある一方で、人の移動を伴う旅客関係では業績が悪化するなど同一業種内でも２極化しているとの報道がされている。


　このような経済状況は当面続くと見られる中で、検数両協会の事業収益状況については、依然として低調での推移を余儀なくされている。


























































































































しかし、コロナ禍の中でも港湾運送事業は社会の要請に応える基幹産業として事業継続が求められ、職場ではコロナ感染の不安にさらされながらも支え続けているのが実態である。


　両協会には厳しい現場事情を真正面から受け止め、企業としての対応を求める。


【賃金引き上げについて】


　組合が実施しているアンケートでの生活実態調査で


は、組合員の６０％以上が『生


活が苦しい』と回答してい























































































































る。検数労働者の賃金は依然として『時間外手当に依存した賃金体系』となっており、コロナの影響での貨物量の減少で、長時間労働は解消されるも、月例賃金が大幅に減少したとの実態報告がされている。


検数労働者の安定した生活基盤の確立、雇用と職域の確保のため、２１春闘での大幅な賃金引き上げを強く求めて行く。


組合要求については、厳しい生活実態を重く受け止めた上で、全世代にわたる賃金の底上げとして本給一律『２万円』を要求する。



































































































































次回交渉　２月２５日（木）１６時～


第２回　検数労連２１春闘交渉


両協会から基礎数字等の資料の提出を求めて行きます。








　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


